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しかしながら、Klein（1962）や Klein and Preston（1969）での議論は特定の非線形関数の型を前
提としたものであり、非線形関数の多様性からすれば、現実のデータを元にある程度絞ったとして
も、まだ多くの議論の余地が残されているはずである。最近の例としては、Yan and Shi（2011）が、



















本論文の構成は次のようになっている。第 2 節では、基本的アイデアを Kaldor（1940）が提示し
Chang and Smyth（1971）が再定式化した非線形マクロ経済動学モデルを簡単に紹介する。第 3 節で
は、Klein（1962）および Klein and Preston（1969）の推定について少し言及した後、独自の方法で
1980 年代以降の日本のマクロデータを分析し、Kaldor（1940）に基づく説明がこの時系列データに
対して可能であるかどうかを議論する。得られた結果は第 4 節にまとめられる。 
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２．非線形景気循環モデル 





( )KYII ,= 、 （1） 
( )KYSS ,= 。 （2） 
ここで、I は純投資、S は貯蓄、Y は純所得、K は資本ストックを表すものとする。純所得は Kaldor
（1940）で引数とされていた経済活動水準の代理変数である。経済活動水準の上昇、つまり、純所
得の変化は事前の投資と事前の貯蓄の差で表される超過需要に依存すると仮定する。すなわち、 
( ) ( )[ ]KYSKYI
dt









dK ,= 。 （5） 
連立微分方程式系（3）、（4）、あるいは（3）、（5）は、関数の形次第で、経済学的に意味のある安























よって、それが純所得Y の非線形関数となりうるのではないか、と予想する。Puu and Sushko（2004）
や石山（2011）が例示しているように、高次の非線形性をもつ動学方程式は非常に興味深い経済変







前節で図示した Kaldor の S 字型関数について、Klein（1962）は 1947 年から 1952 年のアメリカ
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合衆国経済のマクロデータ 6）を、Klein and Preston（1969）は戦後の英国の時系列データ 7）を用い
てそれぞれ推定している。Klein（1962）によると、前期末資本 1 単位あたりの投資は前期の可処分










耗を差し引いて求めている。数値はいずれも 2000 年で基準化した実質値である。 
図 2 は、横軸に時間（単位：年）、縦軸に金額（単位：兆円）をとって、表 1 のデータをプロット
したものである。国民純所得に関しては増加の傾向がみられ、純投資については、やや右下がりに
近い横ばい状態であることがわかる 12）。純投資と国民所得の間に相関関係があるかどうかについて





暦年 純投資 国民所得 暦年 純投資 国民所得 暦年 純投資 国民所得
1981 28 258 1991 48 383 2001 10 397 
1982 26 266 1992 41 385 2002 3 397 
1983 23 273 1993 35 384 2003 2 404 
1984 23 282 1994 32 387 2004 2 416 
1985 25 296 1995 22 383 2005 4 424 
1986 28 310 1996 33 400 2006 3 431 
1987 32 323 1997 30 403 2007 0 448 
1988 41 344 1998 18 392 2008 –5 438 
1989 45 359 1999 15 388 2009 –18 423 
1990 51 375 2000 14 397    
（単位：兆円） 
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モデル： 
ttkttt KYYI εββββ ++++= −−− 1313110 。 （6） 
ここで、 tI は第 t 期における事後の純投資とする。それは、第 1−t 期末の資本ストック 1−tK を第 t 期
末に tK まで増大させる量である。また、 1−tY は第 1−t 期の期間における国民純所得を表す。 tε は
誤差項であり、互いに独立に平均ゼロ、分散共通の正規分布に従うと仮定する。母回帰係数 0β 、 1β 、
3β 、 kβ およびすべての説明変数は非確率的であるとする。 
モデル（6）に対し、通常の最小 2 乗法から、次の推定結果が得られる 13）。 













推計に際しては、係数の大きさを直感的に把握しやすくするため各変数の単位を 1 兆円から 1 京円
に変更した。推計結果（7）における括弧内の数値は対応する標本偏回帰係数の標準誤差を表す。い
ずれも P 値は非常に低く、有意水準 1％ですべての係数が有意である。Durbin-Watson 統計量に関し
て、1.037 という値に対しては、帰無仮説「1 期前の誤差との自己相関がない」に対し有意水準 1％
















はじめに、通常の最小 2 乗法で求めた標本偏回帰係数（最小 2 乗推定量）を真の値の初期推定量




ˆˆˆˆˆ KYYI kββββ +++=  （8） 
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が求められる。観測値と予測値の差が残差である。そして、 1ˆI と 0K から 
101
ˆˆ IKK +=  （9） 
が得られ、また、 1ˆI および外生的に与えられる国民総所得、固定資本減耗から純所得 1ˆY が得られる。
1ˆY と 1Kˆ を用いて 2Iˆ を求め、以下、観測値の範囲内で同様の計算を繰り返す。その後、繰り返しの








tt IIL  （10） 









図 4（左）によれば、残差平方和が最も小さい「谷底」が 1 箇所だけ存在するようである 18）。そ
こで、ここから先の推定には、次のようなシステマティックな方法をとることができる。はじめに、
回帰係数に関する初期推定量列ベクトルを 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )tk00301000 ˆ,ˆ,ˆ,ˆ ββββ=X  （11） 
とおく。列ベクトルおよびスカラーの右肩の括弧内のナンバーはイタレーション・カウンタを意味
し、初期値ではゼロを示す。この係数に対応する残差平方和 L について偏微分したものを 






















ˆ,ˆ,ˆ,ˆ ββββX  （12） 
とする。さらに、 ( )0X で評価した ( )( )0XF のヤコビ行列を 4 次の正方行列Φで表す。Gauss-Jordan
法により、代数方程式 
( ) ( )( )00 XX F−=Φ∆  （13） 
を ( )0X∆ について解き、これに基づいて次のように推定量を修正する。 
( ) ( ) ( )001 XXX ∆+= 。 （14） 
 



















































1 次の係数が正であるが 3 次の係数が負であるため、これがそのまま投資需要を表すとするなら、
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ストックの変動によるシフト効果を考慮しているが、ここでは Chang and Smyth（1971）に従って、関数の引数に
 
82 国際地域学研究 第 15 号 2012 年 3 月 
資本ストックを含める。なお、小野（1999）によれば、投資を事前的な投資決意と事後的な投資に区別したのは
Kalecki のアイデアである。 
 6）1947 年の物価水準で測った実質値 
 7）1958 年の物価水準で基準化 
 8）「国民経済計算年報平成 23 年版」第 2 部ストック編 Ⅳ参考表 1. 純固定資産の構成 




11）「国民経済計算年報平成 23 年版」第 1 部フロー編〔2〕暦年計数 Ⅳ主要系列表 1. 国内総生産（支出側） 
12）ただし縦軸のスケールなどによって図の印象は大きく変わる。 
13）この重回帰方程式から求めた予測値と観測値を比較した図は本節の最後に掲示されている。 
14）Savin and White（1977）を参照。 





17）図 4（左）では 103.0ˆ,235.0ˆ0 −=−= kββ 、図 4（右）では 1026.0ˆ,2350.0ˆ0 −=−= kββ と設定してい
る。 
18）ただし、図 4（右）では「谷」がクレバスの様相を呈している。これは、純所得の 1 次の項と 3 次の項の間にあ
る強い正の相関に由来するのかもしれない。 
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In this article, it is discussed whether the condition for persistent endogenous business cycles which is clarified by Chang and 
Smyth would hold or not in Japan. In other words, nonlinearity of an ex ante  investment function or an ex ante saving function 
is examined. The author indicates a specific net investment function by analyzing time series data in Japan. In addition, he 
considers an estimation method for the values of parameters of the net investment function. 
Key words: macroeconomic dynamics, nonlinear regression, Kaldor model 
